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１．はじめに 

 東日本大震災以降，日本では地震や津波などの巨

大災害に対する防災・減災意識が高まり，国や地方

自治体，そして個人といった様々なスケールで，そ

の取り組みが議論されてきた．国レベルでは，中央

防災会議の南海トラフ巨大地震対策検討 WG が，地

震及び津波災害に対する防災教育・防災訓練の充実

を実施すべき対策の一つとして挙げており，その中

で実際の避難訓練とともに，E ラーニングなどを活

用した教育が推進されている（内閣府, 2013）． 

また，高等学校では 2022 年度から実施される次

期学習指導要領において地理総合が必修化され，そ

の教育目的の柱の 1 つとして防災が挙げられている．

その教育現場においては現在 GIGA スクール構想の

もと，情報通信技術（ICT）活用のための機材導入が

急速に進められ，防災を考える上で ICT を活用する

重要性が増すとともに，環境も整備されつつある． 

これまでにも ICT を活用した防災・減災に関する

分析は多く，例えば奥野・橋本（2015）は，釧路市

において個人を対象とした疑似津波避難訓練を行っ

た．生富ほか（2016）は室蘭において行われたシェ

イクアウト訓練にて収集された移動軌跡データを収

集し，その近隣住民に対する声掛け等といった行動

特性を考慮したマルチエージェントシステムにシミ

ュレーションを行なった．こうした避難訓練を対象

とした分析は，事前に参加者が避難経路などを確認

しているケースが多く，避難行動時の判断や迷いな

どが現れることが少ない． 

防災・減災対策の課題の 1 つとして，観光地にお

いて地理不慣れな観光客をいかに安全な場所まで誘

導するのかということが挙げられる．観光客が避難

所へのルートなどを確認していない場合，避難時に

地域住民とは異なる判断や行動を起こすことが考え

られる．こうした観光客の行動を推定することは，

観光地における地域防災を考える上で重要な要素で

ある．そこで，本研究は ICT 及び VR 技術を用いて，

観光地における避難行動を再現できる VR 疑似避難

訓練システムを開発し，それで収集したデータから

本システムの有効性を検討する． 
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２．研究方法及び対象地域 

本研究は，開発した VR 疑似避難訓練システムを

援用し，札幌市内にある 2 つの大学において計 372

名の大学生を対象として，函館市の観光地における

避難体験を実施する．次にシステムにおいて収集さ

れるデータを分析し，参加者の避難行動を把握する．

また，大学ごとにシステムの災害に関するシナリオ

を変化させることにより，シナリオに応じた行動の

違いを見る．最後に体験の前後に実施する 2 回のア

ンケート結果を用いて，津波避難情報の評価を AHP

（階層分析法）で解明し，結果を比較することで避

難体験による防災意識の変化を明らかにする． 

 対象地域は北海道函館市に位置する観光名所の 1

つである金森倉庫周辺とする(図 1)．北海道函館市は

北海道南部に位置し，古くから本州と北海道の玄関

口として栄えてきた．2020 年度国勢調査速報値での

人口は 251,271 人であり，道内では札幌市，旭川市

に次ぐ第 3 の都市である．2004 年に戸井町・恵山町・

椴法華村・南茅部町が函館市に編入合併し，現在の

面積は 677.87 ㎢である．函館市を含め合併したすべ

ての市町村が沿岸部に位置しており，津波発生時に

は被災する可能性の高い地域である． 

 

図 1 函館駅周辺外観 

 

 2020 年度の観光客入れ込み客数は約 3,102,700 人

であり，COVID-19 感染拡大という状況下で前年度

比 57.8％と減少しているものの，多くの観光客が訪

れる道内屈指の観光地である．避難体験参加者に行

った「北海道内で最も訪ねたい市町村」というアン

ケートでも，参加者の半数以上が函館市を挙げてお

り，観光客の避難行動を考える上でも重要な地域で

ある． 

 

３．VR疑似避難訓練システム概要 

本研究で使用する VR 疑似避難訓練システム（VE

T システム）は，ICT 及び WebVR 技術を援用して開

発されたシステムである．VirtualPrivateServer（VPS）

上に構築された LAMP（Linax,ApacheWebServer,MyS

ql,PHP）環境下にWebシステムとして配置される（図

2）．ユーザは Web ブラウザを介してシステムにアク

セスし，WebVR を体験することができる． 

 

 

図 2 VET システム構成 

 

特に不特定多数の利用を想定し，スマートフォン

などマルチプラットフォームで可動する汎用性の高

いシステムを目指す．そして開発コストの削減と，

メンテナンスを考慮し WebVR フレームワークには

Mozilla がサポートする A-Frame を利用する． 

VR システムを構築する際，高度な 3D データの投

影や複雑な動きをサポートする場合，Unity や Unre

al Engine が採用されることが多いが，本システムで

は既存の画像データを 360 度に投影し，方向を指示

する UI を実装するという仕組み的には単純な設計

となる．そのため，WebVR のような WebVR フレー

ムワークでもその実装に十分であると考える． 

本システムは開始場所から避難場所までに設定さ

れたポイント単位のノードを順次移動していく形で

避難訓練を行う．ノードデータにはノードの位置情
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報及び，紐づくノードの情報が属性情報として付与

される．避難開始と共にノード情報及び紐づくノー

ドの情報が読み込まれ，VR 空間上に表示される（図

3）． 

 
図 3 金森倉庫周辺ノード整備状況 

 

 本システムにおける避難体験は 4 つのフェーズに

分かれている．第 1 フェーズはブラウザ上で動画を

再生する．動画で体験アプリの概要及び疑似シナリ

オを元にした状況を説明されることにより，参加者

は VR 空間上で自分がどのような状況かを確認する． 

 第 2 フェーズは実際に地震を VR 空間上に発生さ

せる．その後，「周りの様子を確認する（第 1 選択）」，

「スマートフォンを確認する（第 2 選択）」，「ホテル

に戻る（第 3 選択）」，「避難する（第 4 選択）」とい

う 4 つの選択肢を用意し，参加者が発災直後にどの

ような行動・判断を行うのかというデータを収集す

る． 

ここでは参加者が所属する大学に応じてグループ

A とグループ B に分け，それぞれで選択時のシナリ

オを変化させる．グループ A で第 1 選択が選ばれた

場合は「特に変わった様子はない」，第 2 選択では

「地震が発生しました」と表示する．グループ B で

は「周りの様子を確認する」が選択された場合，防

災無線を模した内容が音声で流れ，大津波警報が発

令されたことを知らせる．また「スマートフォンを

確認する」が選択された場合も同様に，大津波警報

が発令された旨の情報を表示する．どちらの大学も

「ホテルに戻る」を選択された場合は，高台への避

難を促す内容を表示し．「避難する」が選択された場

合は第 3 フェーズに移行する．これにより災害発生

時の災害情報取得状況に応じて，参加者の行動がど

のように変化するのかを見る． 

第 3 フェーズでは VR 空間上に 360 度画像を用い

て観光地を再現し，参加者は矢印アイコンを選択す

ることによって避難する．矢印アイコンが選択され

ると，選択されたルートに応じて背景画像が変化す

る．この動作を繰り返すことによって VR 空間上を

移動する．今回の避難体験は参加者が指定避難所か

浸水エリアを抜けると終了となる．最短避難経路を

外れた場合は警告とともに参加者を元の道に戻し，

参加者はそこから再び新しい経路選択を行うことと

なる（図 4）． 

 

  
図 4 VR 避難訓練システム画面  

 

 疑似避難訓練が終了すると第 4 フェーズとなる．

第 4 フェーズは疑似避難行動ログを WebGIS 上に可

視化する．可視化するにあたって，避難行動を時間

経過とともに動かすアニメーションで避難行動を再

現する．これにより，参加者は自身の行動を空間的

に把握することができる．なお第 4 フェーズは本研

究を進めるにあたって追加された機能であり，グル

ープ B の参加者のみ閲覧が可能となる． 

 

 

経路選択アイコン 
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４．VR疑似避難訓練結果及び避難行動分析 

4.1．災害発生時の行動判断 

本研究の避難体験はまずグループ A228 名が参加し

た．次にフェーズ 2 のシナリオを変更し，グループ

A の体験から得られた結果を元にシステムの調整及

び第 4 フェーズの追加を行った上でグループ B144

名が参加する．VR 避難訓練を実施する直前に津波

避難に関するアンケートを実施し，VET システム上

で避難体験を行う．その後，再びアンケートを実施

する．事前・事後アンケートは全く同一のアンケー

ト項目であり，これらを比較検討することによって

体験前後での参加者の意識の変化を分析する． 

 まず VET システム第 2 フェーズにて，参加者が

災害発生時にどのような判断を行うのかを見ていく

（図 5）．第 2 フェーズ 1 回目の選択は，第 1 選択が

153 人で第 2 選択が 135 人と多く，参加者が情報を

収集しようとする傾向が見られた．1 回目で避難を

選択した参加者は 71 名であった．第 2 回選択では

301 名の内，「周囲の確認」が 95 名，第 2 選択が 118

名とやはり多い．1 回目の選択で第 1 選択を選んだ

参加者が第 2 選択を，第 2 選択を選んだ参加者が第

1 選択を選択する傾向にあった．3 回目の選択では

ホテルに戻る第 3 選択を選んだ参加者が 113 名と多

かった． 

しかし，ここでグループ A とグループ B で判断の

差異が見られた．グループ A は 3 回目の選択に到達

した参加者 163 名の 57.1％が第 3 選択を選択した．

対してグループ B は 69 名の 29.0％が第 3 選択を選

択した．また 1 回目・2 回目の選択で避難を判断す

る第 4 選択を選択したのは，グループ A が全体の

28.5％に対してグループ B が 52.1％であった．この

ことからグループAは情報を確認したのちにホテル

に戻ろうとする傾向が強く，逆にグループ B は避難

する傾向が強いという結果となった．これは第 1・

第 2 選択時のレスポンスが参加者の危機感に影響し

た結果だと考えられる．このように VET システム上

のシナリオを変更するだけでも，参加者の行動が変

化するという結果が得られた． 

 

 

4.2．観光地における避難行動 

次に VR 空間上での避難行動を見る．今回は函館市

金森倉庫周辺地域における積雪期夜間の状況を再現

した．金森倉庫は函館山に近く，晴れていれば函館

山が見える．また周辺には高い建物があり，それら

も視認できる．しかし積雪期夜間となると函館山の

視認性が極端に下がり，初めて観光で訪れた人とな

ると，函館山との位置関係が分からなくなると考え

たからである． 

 

a.グループ A 

 
b.グループ B 

 
・ 選択肢 1：周りの様子を確認する 

・ 選択肢 2：スマートフォンを確認する 

・ 選択肢 3：ホテルに戻る 

・ 選択肢 4：避難する 

図 5 第 2 フェーズにおける学生の行動選択 
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a 津波発生 5 分後 

 
b 津波発生 10 分後 

 
c 津波発生 40 分後 

 
図 6 疑似避難訓練可視化結果（グループ A） 

 

 まず参加者 372 名の内，200 名がスタート地点か

ら函館山とは反対方向のホテル・内陸方面に向かっ

た．しかし函館市の津波発生時における最大浸水想

定は，内陸深くまで浸水することが想定されており，

徒歩で内陸方面の非浸水領域に抜け出すには時間が

かかる．またホテルは浸水領域内にあり，多くの人

が集中して混雑し，ホテル内での垂直避難を行えな

い可能性がある．今回は浸水領域から出ることを目

的としているため，このルートを選択した参加者に

は警告を表示し元の道に戻した． 

 次にスタート地点から函館山方面に向かうと，T

字路に突き当たる．この T 字路を右に進むと避難所

に指定されている函館西高等学校に向かう最短ルー

トとなる．しかし T 字路に突き当たった参加者 283

名の内，159 名が最短避難経路とは反対となる左側

に進んだ（図 6-a，図 7-a）．これは T 字路まで海を

右手側に進んできたため，海とは離れる進行方向を

選んだ参加者が多かったことが推測される．また右

方向を選んだ参加者も，それまでに海から離れよう

として警告が発せられたため，感覚的に左を選ぶと

いう状況も見られた． 

 

 

a 津波発生 5 分後 

 
b 津波発生 10 分後 

 
c 津波発生 40 分後 

 
図 7 疑似避難訓練可視化結果（グループ B） 

 

 

さらには全体を通して進行方向が分からず，対象

地域内で迷いが生じ目的地にたどり着けない参加者

がおり，最短で避難した参加者との避難時間の差異
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が現れた（図 6-b，図 7-b）．このように VR 空間上で

も，参加者ごとに避難行動のパターンが異なるとい

う結果が得られた． 

 

５．AHPによる津波避難情報に関する意識の変化 

5.1．AHP の手法 

最後に避難体験前後におけるアンケート結果の差

異から，参加者の津波避難に対する意識がどのよう

に変化するのかを見ていく．ここでは，参加者の津

波情報に関する評価に注目し，そのために AHP（階

層分析法）を用いた． 

 AHP（階層分析法）は複雑な状況での意思決定を

行うための構造化法の 1 つであり，階層構造の構築，

一対比較，重要度の計算，総合評価値の計算という

手順で行われる． 

 階層構造の構築では，問題の要素が総合目標，評

価基準，代替案の 3 階層に分けられる．本研究では，

「津波の避難情報」を総合目標とし，重要度では「情

報の速さ」，「情報の正確さ」，「情報の詳しさ」の 3

項目を，代替案では「広報車・広報無線」，「テレビ・

ラジオ」，「ホームページ」，「エリアメール」，「SNS」

の 5 項目を設定した（図 8）． 

 

 

図 8 AHP の階層構造 

 

 一対比較は，評価基準および代替案の項目間にお

いて評価の比較を行うものであり，本研究では 9 点

を用いた．これは項目 A と項目 B を比較する際に，

9 段階の評価値を設定するものであり，9，7，5，3，

1，1/3，1/5，1/7，1/9 のいずれかを選択する方法と

した．なお，絶対的に項目 A を評価する場合には 9

を，絶対的に項目 A を評価する場合には 1/9 を，両

項目が同じ評価であれば 1 を選択することとした．

評価基準においては 3 通りの組み合わせ，代替案に

おいては 10 通りの組み合わせについて評価値を求

め一対比較の行列を参加者ごとに作成した． 

 その後で，一対比較の結果を基にして幾何平均法

により重要度を算出し，続いて各代替案の最終的な

総合評価値を求めた．この計算を参加者ごとに行い，

その平均値を求めて最終的な結果を導いた． 

 

5.2．参加者の津波避難に対する意識の変化 

VET システムの第 2 フェーズで見られたように，

参加者は情報収集をまず第 1 に考える．そこで主な

情報取得源として「情報の速さ」，「情報の正確さ」，

「情報の詳しさ」という 3 つの評価基準の重要性を

求めた上で，さらに代替案である「広報車・広報無

線」，「テレビ・ラジオ」，「ホームページ」，「エリア

メール」，「SNS」のいずれを参加者が重要視してい

るのかを検討した． 

 

a.グループ A 

 

 

b.グループ B 

 

図 9 AHP での評価基準の重要度 
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a .避難体験前 

 
b .避難体験後 

 
図 10 AHP での代替案ごとの評価値(A グループ) 

 

a .避難体験前 

 
b .避難体験後 

 
図 11  AHP での代替案ごとの評価値(B グループ) 

  

まず評価基準を見ると，A・グループ B 共に避難

体験後に意識の変化が生じた．まず全体的に「速さ」

の重要性が大きく上がった（図 9）． 

逆に「正確さ」の重要性が大きく下がった．これは

避難体験が屋外をスタート地点としており，避難を

行うことで避難時間を強く意識したからではないか

と考えられる．また実際に情報がないと第 2 フェー

ズで見られた避難を開始する・しないの判断も難し

いといったことも考慮された結果とも考えられる． 

 次に代替案を見ると， グループ A は「広報車・

広報無線」，「テレビ・ラジオ」，「エリアメール」が

高い数値であり，その中でも「速さ」の重要性が増

した（図 10）．逆にグループ B は「テレビ・ラジオ」

の重要性が下がり，「広報車・広報無線」の重要性が

上がった．また，「エリアメール」の重要性は高いま

まであった（図 11）． 

グループ B は第 2 フェーズにて防災無線による警

告を聞いており，スマート確認でも大津波警報が発

令された旨が表示されたことから，グループ A より

も避難開始の判断が早い傾向があり，この体験によ

って広報車・広報無線やエリアメールの評価が上昇

したと推察される．津波避難における情報の速さの

重要性について，疑似体験により自分自身で気づい

たことは，この研究の VET システムによる避難体験

の成果であり，参加者に津波避難の重要性を意識さ

せる効果があったと考えられる． 

 

６．おわりに 

 本研究は ICT 及び VR 技術を用いた VR 疑似避難

訓練システムを用いて観光地における避難行動を再

現し，そのデータを収集・分析することを目的とし

た．VET システムの運用は大きな問題はなく勧めら

れた．また観光地の状況を再現することによって，

避難体験参加者は普段の避難訓練とはまた違った経

験を得ることができた．この経験は参加者が今後観

光行動を行う上で防災を考える 1 つのきっかけにな

ったと考えられる． 

 そして VET システムを通した VR 疑似避難訓練

から，参加者の災害時における避難行動に関するデ

ータを収集することができた．そして疑似避難行動
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ログを分析することで，観光地における観光客がど

のような行動をとるのかという基礎データとなった．

こうしたデータは，例えば迷いやすい地点に避難経

路を示す情報を設置するなどといった地域防災を考

える資料となることが期待される． 

 また，本研究ではシステムの成果について，津波

避難情報に関する参加者の意識の変化を明らかにす

る上で，アンケート結果に AHP を施す手法を提案

した．従来の単純集計による結果の提示と異なり，

参加者にとっての必然性や理解を反映させた評価を

導く手法であり，避難体験後の意識の変化を明確化

するのに有効と考えられた．この AHP の結果から

は，避難体験参加前後で参加者の津波避難に対する

意識を変化させるという結果が得られた．特に VET

システムを活用した避難体験は，情報の速さ．ひい

ては避難開始や避難時間の短縮といった，津波避難

時における情報の速さの重要性を認識させるという

効果が高いことと考えられた．この情報の速さを強

く意識させることによって，実際に災害が発生した

際の迅速な行動に繋がることが期待される． 

 以上のように VR 技術を用いた疑似避難訓練は，

観光地という非日常空間における避難の難しさや，

災害時の行動を参加者自身で考える 1 つの契機とな

る結果が得られた．そしてこの体験を通して得られ

たデータは，観光地における地域防災を考える上で

資料の 1 つになることが期待できた．今後はシステ

ムの更なる運用を行うことによりデータの蓄積を行

う．それと同時にシステム上の新規にシナリオ・周

辺データの作成し，より観光地の多彩な状況を再現

し，その状況に応じて観光客の判断・行動がどのよ

うに変化するのかというデータの収集・分析を進め

ていく． 

 

付記 

 本研究は，文部科学省「災害の軽減に貢献するた

めの地震火山観測研究計画（第二次）」，JSPS 科研費

（基盤研究 C）「千島海溝地震による津波の避難行動

モデル化と情報統合システム構築」（代表者：橋本雄

一，課題番号 19K01166）における成果の一部である． 
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